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茨城県内
�6日� �総務省「家計調査」によれば、2023年の水戸市�

1世帯（2人以上世帯）当たり年間消費支出額は
369万3,805円と都道府県庁所在市別で15位、納豆
購入額は6,450円で同3位、メロン購入額は4,033円
と12年連続で同1位

14日� �笠間市は、東京電力パワーグリッド株式会社下
館支社と「ゼロカーボンシティの実現に向けた
共創推進に関する協定」を締結。再生可能エネ
ルギー等の利活用、脱炭素化に向けたエネルギー
への転換などを推進し、脱炭素社会の実現およ
び災害時のレジリエンス強化を目指す

21日� �茨城県によれば、2024年1月1日現在の県の人口
は282万3,457人と前年同期に比べ▲14,113人減
少（自然増減で同▲2万2,247人減少、社会増減
で同＋8,134人増加）。世帯数は122万7,512世帯と
同14,518世帯増加

22日� �茨城県は、2024年度当初予算案を公表、一般会
計の予算規模は1兆2,511億90百万円、前年度当
初予算に比べ▲3.2％減少（新型コロナウイルス
感染症関連分を除くベースでは＋3.0％）

22日� �茨城県によれば、「Ｇ７茨城水戸内務・安全担当
大臣会合」（2023年12月8～10日開催）による茨城
県への経済波及効果は3億6,130万円、パブリシ
ティ効果は17億7,637万円で合計は21億3,767万円。

22日� �茨城県によれば、「台湾観光貢献賞」を本県が初
めて受賞。同賞は、台湾の観光振興に多大な貢
献をした台湾内外の�団体や企業等に2007�年から
毎年授与している賞

27日� �厚生労働省によれば、2023年の茨城県の出生数
（速報、日本に住む外国人、海外に住む日本人を
含む）は15,595人と前年に比べて▲5.7％減少。
全国は758,631人と同▲5.1％減少

29日� �茨城県は、2023年度2月（最終）補正予算案を公
表、原子力災害対策事業や植物園等魅力向上対
策事業などを盛込み。新型コロナ関連歳出が減っ
たことにより一般会計ベースで185億39百万円減
額、補正後の一般会計予算は1兆3,293億14百万
円と前年同期に比べ▲4.6％減少

29日� �一般財団法人�日本穀物検定協会は、2023年産米
の食味ランキングを公表、茨城県は県北・県央・
県南・県西コシヒカリがそれぞれAランクを獲
得、5年振りに特Aランクなし

国内・国外
１月� �農林水産省によれば、2023年の農林水産物・食品
30日　�輸出額は1兆4,547億円と、前年に比べ＋2.9％増加

し過去最高を更新。農産物が9,064億円と同＋2.3％
増加

2日� �年金積立金管理運用独法（GPIF）によれば、2023
年10～12月期の収益額は＋5.7兆円黒字（収益率
＋2.62%）、期末運用資産額224.7兆円

8日� �財務省によれば、2023年の経常収支は20兆6,295
億円と、前年に比べ＋9兆9,151億円黒字幅が拡
大、うち貿易収支は▲6兆6,290億円（同＋9兆1,146
億円赤字幅縮小）、サービス収支は▲3兆2,026億
円（同＋2兆3,261億円赤字幅縮小）

9日� �財務省によれば、2023年12月末の国債・借入金
等「国の借金」残高は1,286兆4,520億円と前年同
期に比べ＋29兆4,528億円（＋2.3％）増加

15日� �内閣府によれば、2023年10～12月期の実質GDP（速
報値）は前期に比べ年率▲0.4%、前期（同▲3.3%）
から＋2.9ポイント上昇も2四半期連続でマイナス
成長

21日� �観光庁によれば、2023年の日本人国内旅行消費額
（速報）は21兆8,802億円と前年に比べ＋27.5％増
加（19年比▲0.2％減少）。28日　日本人国内延べ
宿泊者数（速報）は4億7,842万人泊と同＋10.2%
の増加（同▲0.4％）

20日� �外務省によれば、2023年の国内における一般旅
券（パスポート）の発行数は340.2万冊と前年に
比べ＋179.1％増加（19年比▲22.1％減少）

9日� �財務省によれば、2024年度国民負担率（租税負
担と社会保障負担の対国民所得比）見通しは
45.1％と前年に比べ＋1.0ポイント上昇

21日� �内閣府は、2月の月例経済報告において、わが国
の景気は「このところ足踏みもみられるが、緩
やかに持ち直している」と判断を下方修正

22日� �東京株式市場で日経平均株価の終値が39,098円
と1989年12月29日に付けたこれまでの最高値
38,915円を上回り過去最高を更新

22日� �国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」
（2023年10月1日～24年1月1日）によれば、主要
都市の高度利用地等80地区のうち79地区で地価
が3か月前に比べ上昇（前回は同78地区で上昇）

経済トピックス　2024年 2月 経済情報ピックアップ
総務省 「住民基本台帳人口移動報告」 の 2023 年結果について

経済情報ピックアップ

1月30日、総務省は「住民基本台帳人口移動報告」の
2023年結果を公表しました。
2023年の東京都の転出入の動きをみると、東京都に転
入した人（転入者）から転出した人（転出者）を差し引いた
「転入超過数」は68,285人と前年に比べて30,262人増加し
ています。コロナ禍では東京都から隣県や地方へ転出す
る動きがみられたことで21年の東京都の転入超過数は
5,433人にまで縮小しました。しかし、コロナ禍の影響が
薄れ、社会経済活動が再開したことで、転入超過数はコ
ロナ前の19年（82,982人）の約8割まで回復し、東京一極
集中が再び強まる結果となりました。
また、東京都の2023年とコロナ前である19年の転入超
過数を年齢階級別にみると、東京都では10代から20代の
転入超過数がコロナ前の水準に回帰しています。これは、
都内には大学や大手企業が多く立地しているため、進学・
就職時期を迎える若者による地方から東京への移動が再
び活発化していることが背景にあると考えられます。
それ以外の年齢階級では転出超過が続いているものの、
その数は2021年をピークに縮小傾向にあります。とくに、
30代から40代の転出超過が大きく縮小しています。
ただし、都内の住宅価格は高水準にあり、また居住面
積も他県に比べて狭い傾向にあることから、子育て世代
を中心に、豊かな自然環境や安い住宅価格、家賃など、
より良い住環境を郊外に求める動きは続いています。
また、東京都から転出した人の移住先を詳しくみると、
2023年の転出者数38.6万人のうち、神奈川県が8.8万人、
埼玉県が7.2万人、千葉県が5.3万人と3県で全体の55.0％

を占めており、地方への移動は限定的となっています。コ
ロナ禍での各種行動制限が解除され、日本ではオフィス
勤務への回帰が進んだことで、都内に通勤できる範囲内
での移動に止まっている人が多く、都内と地方の二拠点
生活をしている人は限定的であると考えられます。
茨城県の転出入の動きをみると、2023年の転入超過数
は▲1,863人と3年振りに転出超過に転化しました。進
学・就職のため東京圏への人口移動が再開したことで10
代から20代の転出超過が拡大しました。一方、10歳未
満と30代、40代では引き続き転入超過となっており、
前述したとおり、より良い住環境を求めて東京都から転
出した人の移住先として茨城県が候補の一つとなってい
ることが指摘できます。
また、茨城県の転入超過数を市町村別にみると、転入
超過の県内自治体は44市町村中16市町村あります。こ
のうち転入超過が最も多かったのがつくば市の2,094人
で、全国1,719市町村の中でも第14位と転入先として引
き続き高い人気を誇っています。次いで、土浦市の894人、
阿見町の536人と続きます。なお、阿見町は全国の町村
で第1位の転入超過数となっています。一方で、転入超
過となっている市町村の多くが都内へのアクセスが良い
県南地域であり、地域によって温度差があることが引き
続き課題となっています。
東京一極集中は、地方の過疎化や産業衰退、自然災害
のリスク拡大などの課題となっています。政府は2027年
度に地方と東京圏の転入・転出の均衡目標を掲げていま
すが、対応を加速する必要があります。

（筑波総研　主任研究員　山田　浩司）

東京都・茨城県の年齢別転入超過数（2019～2023 年）
単位：人

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

東京都

2019 年 82,982 -4,751 15,538 78,667 3,797 1,047 -2,029 -4,688 -4,598 
2020 年 31,125 -8,927 11,796 62,630 -10,855 -6,172 -5,165 -5,989 -6,192 
2021 年 5,433 -12,918 14,071 57,635 -21,554 -10,642 -8,001 -6,631 -6,526 
2022 年 38,023 -11,301 13,702 76,388 -12,813 -8,203 -6,796 -6,408 -6,548 
2023 年 68,285 -7,273 14,856 88,635 -3,564 -5,287 -6,890 -6,268 -5,924 

茨城県

2019 年 -7,495 563 -874 -7,244 -1,043 -73 9 450 717 
2020 年 -2,744 784 -598 -5,264 284 543 245 378 883 
2021 年 2,029 1,117 -757 -2,774 1,473 996 582 507 884 
2022 年 460 1,358 -1,081 -3,820 938 874 714 402 1,075 
2023 年 -1,863 924 -1,067 -4,909 272 784 572 586 975 

　注１：マイナス表記は、転出超過を示す。
　注２：外国人を含む。
　出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より当社作成
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